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水平的権力の構想
経験が唯一の指針でなければならない。理性は時に我々を欺くことがある。
（ジョン・ディッキンソン）
はじめに
｢ 平和の制度構想としての連邦主義 ｣（千葉 , 2005.）において千葉眞は、平和構築
における連邦制構想の重要性について論じている。その主たる論点は次の通りである。
一、EU形成という今日的課題への理論的応答、二、既存の連邦制国家の機能不全へ
の応答、三、｢アイデンティティーの政治 ｣に見られる新しい政治的要請に対する応
答である。これらの課題に対応することこそが「平和の制度構想としての連邦主義の
可能性」を明らかにするからである。
しかし、同稿で千葉が指摘したように、連邦制の概念は未だ多義的なままである。
このことは当然、連邦を成立させうる理論的根拠に関してもまた、未だコンセンサス
を得られたものではないことを意味している。この点からしても連邦制の理論は、主
権国家システムの理論的基礎である近代社会契約論の明証性とは著しい対照をなして
いる。
このような概念的不明瞭さの理由の一つに、千葉の言う「主権的国民国家およびナ
ショナリズムに対する対抗パラダイムとしての連邦主義」の性格を上げることができ
るだろう。すなわち、政治学における主流はあくまで主権国家論であったがゆえに、
連邦制に関する議論には未だ不確定の要素が多いのである。ただし、このようにカウ
ンターイデオロギーとして連邦制構想を位置づけるとしても、それがいかなる内的原
理において構成されているのかは問われなければならない。
千葉はその内的原理を「多元主義」(pluralism)として位置づけた。そしてこの系譜
を古代から位置づけている（千葉 , 2005., p.116.）。このような作業の重要性は指摘す
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るまでもないが、同時に、それが人間集団において実現されるための問題も検討す
べきであろう。とりわけ、「多元主義」を具体化する権力原理の問題は無視できない。
なぜなら、次に示すように、従来の権力観では個人や民族の個性を尊重する「多元主
義」を実現することが困難だからである。また、仮に連邦を可能にする権力を発見す
ることができるとしても、それが民主主義と協働可能であるのかも問題として残る。(1)
そもそも権力と民主主義との関連は、主権論を前提とした国民国家の実体に対して
問われてきた。なぜなら、絶対王政の遺構であった官僚制統治が主権者としての国民
というフィクションと共に機能することによって国民国家が成立したからである。権
力支配を可能にする強制的機構と、民主主義との接合がいかに可能であるのかは、こ
の国民国家を前提とする主権論においてこそ最初に解かれねばならない問題であっ
た。
むろん、その解答が国民主権の概念であることはよく知られている。そして、この
概念の成立が古典的な意味での民主主義、すなわち多数者の権力簒奪から生じた少数
者への支配とは区別される近代民主主義を実現させたことも政治学の常識に属するも
のであろう。すなわち国家を構成する人民を国民と見なすことでその全体に主権を付
与し、結果、古代の理論が想定した成員の質的差異を無化したのである。治者と被治
者の同一性という近代民主主義原理の貫徹が、主権、国民、民主主義の三位一体化を
可能にした。
別稿で既述したように、このような概念操作の帰結がナショナリズムの登場であっ
た（森分 , 2005.）。人民を主権に連動させる思考の経路が、ネイション (国民／民族 )
の観念を成立させたのである。しかし、連邦制の構想において、国民国家に通用した
このような議論を用いることはできない。なぜなら既に示したように、連邦制は主権
と国民との一元化ではなく、｢ 多元主義 ｣を基調とした ｢ 統一性の中の多様性 ｣（千葉）
の実現を目指さねばならないからである。
このような「多元主義」実現の手がかりとして、千葉はハンナ・アレントの思想を
あげた。なぜなら、彼女は人間の ｢ 多元性 ｣(plurality)に依拠した政治のモデルを提
供しようとし、さらには主権概念を批判した代表的な政治思想家だからである。とり
わけ、千葉の引用（千葉 , 2005., p. 128.）にあるアレントの「主権の原理がそこではまっ
たく意味を持たないこの種の評議会国家こそ、種々の最大限に多様な構成体を骨子と
した連邦体制を形成するのに最適な形態である」という言葉は、興味深い。なぜなら
彼女のヴィジョンには、「多元主義」を可能にする様々な基礎概念が含まれているこ
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とを暗示しているからである。こうして本稿では、彼女の連邦制構想に欠かせない評
議会制、その評議会制を支えている独自の権力概念、そしてそれに関連する主権概念
批判を検討する。
Ⅰ．評議会の構想
ハンナ・アレントは「主権国家間には、戦争以外に訴えるべき最後の手段は存在し
ない。戦争が (技術的発展に伴って ----引用者注 )もはやその目的をはたさないので
あれば、その事実だけで、我々は新しい国家概念を持たなければならないことは明ら
かである」（Arendt, 1972., p.230）と述べた。そして新しい国家概念の手がかりを、彼
女は、アメリカ革命とフランス革命という二つの革命に見出そうとしていた。なぜな
ら萌芽的な制度構想ではあったが、そこに現在の主権国家体制とは異なった要素を認
めることができたからである。その「失われた宝」は、フランス革命の評議会 (council)
制、あるいはジェファーソンの主張に見られるアメリカ革命のウォード (ward)重視
の思想である。(2)
１．評議会と「意見」
『革命について』において、主権的国民国家体制に対抗する萌芽的な政治体制にま
つわる問題をアレントは三点あげている。一、評議会の有する性格、二、評議会が有
していた公的精神の意味、三、連邦を可能にする権力の分散の問題である（Arendt, 
1973., p. 245.）。
第一の点に関しては、次のようにまとめることができる。すなわち、そもそも歴史
に現れた評議会は、単なる政治的組織ではなかった。評議会が、政治のみならず経済
的問題の解決を目指したからである。そして、このような評議会の経済的側面にアレ
ントは否定的であった。事物の管理を主目的とする経済的運営を、評議会という分散
型政治システムで解決することはできないと考えていたからである（Arendt, 1973., p. 
274.）。
実際、フランス革命において評議会は、経済問題について大きな役割を果たしてい
ない。なぜなら、革命は経済の分散管理ではなく、集権的管理を進めたからである。
我々はその例を、バークの『フランス革命への省察』に見ることができる。彼によれ
ば、革命は初期の段階において、既に、教会財産の没収、通貨管理の一元化という封
建的な財産所有制度の再編を試みていた（Burke, 1951., p.100-.）。むろん、それは不動
産の動産化と富の集中的管理とを意味している。バークの指摘は、評議会システムが
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特徴とする分権的な経済運営システムではなく、中央集権的な経済運営とそれに伴う
富の流動化のフランス革命における実現を示している。
このように、フランス革命には、当初から評議会制に代表される分散型システムと
中央集権的システムとの相克、さらには政治原理と経済原理との相克が存在していた。
そして、これら二つの要素は、現在においても様々なトピックを提供していると言え
るであろう。例えば、全世界的な資本流動に対抗するために地域通貨を導入しようと
する運動などがそれにあたる。それは集権化と分散化に象徴される政治経済問題が複
雑に絡み合った現在の状況をあらわしている。したがって、このような点を問題とす
る立場からすれば、政治と経済とを峻別し、評議会を政治問題とした彼女の態度は確
かに疑問である。しかし、我々は彼女の主張の背後に主権国家システムを前提にした
上で、政治と経済とを関連させる社会科学的思考への批判があったことにも注意すべ
きであろう。政治経済を一体としてとり扱う以前に、それが自明視している政治原理
を問題として取り上げるべきであるという主張がそこにはあった。
このようなアレントの態度が示すのは、社会科学の亜流に見られる単純な基底還元
主義の回避にとどまらない（Arendt, 1972., pp. 220-221.）。むしろ現在の経済が前提と
している政治機構およびその概念的基礎が問題であるという認識をそれは示してい
る。このことは、残された二つの問題もまた通常の政治学的枠踏みにおもねらないこ
とを意味している。
では、第二の点である公共精神について、アレントは何を論じていたのであろうか。
我々は通常、それをポコックに習って共和主義的な徳の文脈で理解する。その場合、
公共精神にはアリストテレス的人間観の影響が認められている。すなわち、公共精神
は、人間の共同性を想定し、その基礎である最高善の実現のために必要な徳として位
置づけられている（Pocock, 1975., p. 527.）。しかし、アレントは、このような人間の
本性的徳や、それの実現する本来的共同体の最高善の問題として公共精神を捉えては
いなかった。それは彼女が、公共精神によって実現される善よりも、それによって実
現される諸個人の意見形成プロセスを重視していたことに示されている。
アレントの表現によるならば、公的精神とは、政治的参加に伴う喜びであった。そ
して、その喜びは、政治的問題に積極的に関わる諸個人の精神的な傾向であり、換
言すれば活動原理の積極的な要素であった。すなわち、「人が公的生活に参加する
ときには、それ以外の場合には閉ざされたままの、人間的経験の次元が開示される」
（Arendt, 1972., p. 203.）のである。
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これはアレントが政治過程への参加を最高善実現のための手段としてではなく、そ
れ自身として価値があると考えていたことを示している。そして、その価値は、他者
との交流の場面にこそ存在していた。なぜなら、それによって「意見」(opinion)の洗
練が可能になるからである。彼女によれば、他者との交流によって、個々人の判断力
は洗練され、それによって個別的見地から発せられる各自の「意見」も説得力を増す
ことができる (Arendt, 1973., p.227.)。いわばアレントは、このような「意見」の洗練
の経験を楽しみとし、それを積極的に評価したのである。
注意しなければならないのは、｢意見｣としばしば混同されて使われる「世論」（public 
opinion）に対して、アレントが批判的であった点であろう。彼女によれば、｢ 意見 ｣
と違い ｢ 世論 ｣は、それを共有しない少数者の意見を危うくする。なぜならそれは
｢ 意見 ｣形成に欠かせない人々の判断力を奪い、思考と行動とを一元化する力を持っ
ているからである (Arendt, 1973., p.227.)。
このような彼女の区分の意味しているところは、各人の個性、換言すれば多様性を
発揮する場として評議会が捉えられていたということであろう。そしてこの点におい
て彼女の態度は、個人の自由と多元性とを尊重した J.S.ミルの態度に重なっている。
実際、ミルは、次の言葉に示されるようにアレントと同じ立場にあった。すなわち、「知
覚、判断、識別する感情、心的活動、さらに進んで道徳的選択に至る人間的諸機能は、
自ら選択を行うことによってのみ錬磨される」（Mill, 2005., pp. 90-91.）のである。(3)
ミルとの共通性が示しているのは、アレントの議論が、いわゆる共和主義的徳とは
用語としては一致していても別の方向性を有していたということであろう。なぜなら、
仮に共和主義的人間観を採用して、人間が共通の徳を有し、最高善において一致して
いるとするならば、｢意見｣と ｢世論｣とを区分する必要はないからである。すなわち、
最高善を志向する議論においては、それを基礎にした人間の統一性、換言すれば ｢ 世
論 ｣こそが政治体の基礎と見なされるはずである。(4)
また、さらに述べればアレントの立場はミルに重なるものであったが、同時に、異
なるものでもあった。すなわち、ミルが「多数者支配」に対する個人の権利確保を目
指したのに対し、アレントは個人の「意見」表明を可能にする具体的な場所の有無を
問題としたのである。このような両者の差異は、アレントがいかに評議会という制度
を重視していたかを表している。ミルは「意見」形成を各人の権利の問題として論じ
たが、それはイギリスの議会制民主主義を前提できたからである。さらにはそれを尊
重するイギリス市民社会の伝統が存在したからでもあった（Mill, 2005., p.120-.）。こ
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れに対しアレントの主張は、｢ 意見 ｣表明を権利の問題としては処理しない。公的精
神を実際に発揮できる評議会の設立を志向したのである。その理由は、アレントが、
そのような場の不在状況において人が容易に世論に迎合し最悪の事態を招くことを、
自身の全体主義経験に照らして知っていたからに他ならない。(5)彼女にとって評議会
に具現化された発言の場は、権利にもまして政治に不可欠なものであった (cf. Arendt, 
1968., p. 297.)。
２．「博愛」
このように評議会は、意見表明の場であり、一人一人の多様性を保証する基本的な
場として位置づけられていた。次に、この評議会がどのような関係性の上に成立して
いるのかについて検討しよう。それが可能にする分散統治のイメージをつかむためで
ある。
アレントは、評議会のイメージを次のように述べている。
「たった十人であってもテーブルの周囲に腰掛けて、それぞれに自分の意見を表
明し、他人の意見を聞くならば、交換を通じて理性的な意見形成がなし得る。また、
そこでは、もう一つ上の評議会で我々の意見を述べるのに、誰が最もふさわしいか
が明らかになる」（Arendt, 1972., p. 233.）。
公的精神にまつわる議論の中で既に確認したように、アレントは、それが可能なと
きであっても人間の本来的共同体性を強調しない。なぜなら、アレントはそこに異な
るもの同士を関係づける「博愛」(clementia)を見出していたからである。
「博愛」の観念は、もちろん、アレントのオリジナルではない。むしろ、それはギ
リシア・ローマの伝統になじみの深い共和主義的思考に見られるものである。ただし、
その場合、既に指摘した共同体主義的要素が混入することになり、人間の質的同一性
が前提される。しかし、アレントの解釈する「博愛」では、そのような要素は払拭さ
れている。彼女の「平和は勝利と敗北によって決定されるのではなく、交戦者同士の
同盟によって決定される」（Arendt, 1973.,　p. 210.）という言明にそれは示されてい
る。すなわち、「交戦者同士は、今や、戦闘それ自身の中で確立され、ローマの法的
手段によって確定された新しい関係のおかげで、パートナー、同盟者となる」（Arendt, 
1973., p. 210.）のであって、それ以前に共同性が存在することは想定されていない。
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いわば「博愛」とは、交戦が生み出した敵対的関係ですら同盟者となることを可能に
する柔軟な関係性構築の原理である。
ただし、このような原理の存在をアレントがローマの歴史に見出しているとしても、
一般的な政治の場面にこれを適用することが可能であるかどうかは、別問題であろう。
なぜなら通常の政治的関係性は、もっと強硬なイメージを念頭において論じられてい
るからである。例えば、その典型と見なせるカール・シュミットの議論とアレントの
議論とは全く異なっている。(6)よく知られているように、シュミットは、政治的なる
ものの概念を ｢ 友－敵 ｣関係に依拠させているからである。それはある存在を「敵」
であると宣言することによって、｢ 敵の敵は味方 ｣という同一化論理によって ｢ 友 ｣
の関係性を構築するものである。
もちろん、安全保障の文脈では、このような ｢ 友－敵 ｣論理は基本的なカテゴリー
に属する。しかし、アレントの ｢ 博愛 ｣の議論をシュミットの議論に対照させるとき、
彼の示した「友」の関係性が、論理的には敵宣言の付随的現象であることに気づかざ
るをえない。なぜなら、｢ 博愛 ｣が直接他者との関係構築を模索するのに対して、「友
－敵 ｣の原理はそうではないからである。そして、この点を再考するならば、「博愛」
のヴィジョンの適用可能性が、シュミットのものよりも、より広いように思えてくる。
例えば、次のような事例を考えてみよう。シュミット的な ｢ 友－敵 ｣の論理が徹底
され、「敵」の存在を絶対的な敵、すなわち敵以外の何者でもないものと見なす場合
である。この場合、敵は、現代の技術的発展に伴って、殲滅対象となるであろう。(7)
このような状況を想定するとき、我々は、「友－敵」の論理の貫徹が、交戦後の平
和不在に帰結することに気づく。なぜなら、敵は殲滅されており、その結果 ｢勝者 ｣
以外には何者も存在しないからである。敵宣言が対象を失って無効となった結果、敵
との講和は存在し得ないし、｢ 勝者 ｣同士を友とする契機も失われる。そこにあるの
は友としてあったもの同士の潜在的不和である。これを平和と呼ぶことはできないだ
ろう。なぜなら、既に ｢ 友 ｣としての積極的関係性は失われているからである。シュ
ミットの論理に従う限り、同盟を維持し、友としての同一性を維持し続けるためには
敵を新たに生み出す必要に迫られるのである。(8)
これに対してアレントの提示した ｢ 博愛 ｣のケースでは別の状況が想定される。す
なわち、交戦者間にも交戦という関係性は生まれる。その交戦が結果的に両者を勝者
と敗者という異なる立場に分かつとしても、それによって生じた関係の質的転換が可
能であれば双方の共生は可能となる。アレントはこのような異質な両者が存在し続け
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る方途を模索したのである。
むろん、この場合に問題となるのは、交戦後の両者が現実にいかなる関係を構築し
うるのか、さらにはそれがどのように変化しうるのかという点であろう。アレントは
この問題を、自身の著作『人間の条件』で定式化した ｢ 活動 ｣(action)概念を適用し
て解き明かそうとした。すなわち、「別々の単位のあいだの連盟と同盟の原理が、活
0
動
0
それ自身の基本的条件から生まれる」(強調引用者、Arendt, 1973., p. 267.)のである。
では、その「活動」とは何か。紙数の都合上、その概念をここで詳述することはでき
ない。(9)ただし、必要な範囲で、この問題を、このような関係性において想定されて
いる独特の権力観と共に扱うことにしよう。
Ⅱ．「権力」と秩序
アレントの目指す多様性を保持した関係性が「博愛」によって構成され、それが ｢
活動 ｣に依拠しているとするとき、問題となる点は、｢ 活動 ｣が関係性をどのように
構築するのかという点であろう。また、それが平和を実現するものであるならば、あ
る種の秩序維持機能を有しているはずである。いったい、それはどのようなものなの
だろうか。
これらの問題を検討するために、まず、政治的関係性に対する一般的認識を確認し
ておこう。この場合、重要なのは、通常、政治的関係性が権力関係として捉えられて
いることである。このような ｢ 権力 ｣(power)観を代表するホッブスの議論に従えば、
｢ 権力 ｣は個人がそれぞれに持つ「強制力」（strength）の総和である。すなわち、個
人の所有する「強制力」を一元化することで「権力」は生じ、その行使を独占する主
権の設立への ｢ 同意 ｣(consent)によって人々は相互の敵対状態から秩序へと移ること
ができるのである。
我々はこのような「権力」観から、次のような特徴を看取できるであろう。第一に、「権
力」は、「強制力」である。第二に、「権力」は、複数の人間が持つ「強制力」の総和
である。第三に、このように一つにされた力を主権が独占し、排他的に行使する。す
なわち、主権と「権力」とは一体であり、「権力」関係とは支配－服従関係に他なら
ない。(10)
1．「約束」的秩序
このような一般的な認識に対して、アレントは、強制力の行使を政治的関係性の本
88 89
水平的権力の構想
質にはすえなかった。それは「政治の本質は支配関係であり、主たる政治的情念は支
配し、統治する情念である ----私はこの結論が全く間違っていると言いたい」（Arendt, 
1973., p. 276.）という言葉にも示されている。多元性の確立を目指すとはいえ、どう
して彼女はこのように主張することができたのか。
アレントはその理由として、ホッブスが危惧したような無秩序が主権不在時に常に
生ずるわけではないことをあげた。革命期の人々は主権の不在を補うかのようにして
自ら組織したのである（Arendt, 1973., pp. 271-273.）。この組織が、既に論及している
評議会であったことは言うまでもない。ただし、このような事実を尊重するにしても、
それを強調するアレントの理論的立場には検討の余地がある。すなわち、仮に、この
ような集団が自発的に生じるとしても、その集団の秩序がいかなる基盤を持つのか。
換言すれば、その要素をアレントが政治学の伝統的用法に習って「権力」と呼ぶなら
ば、その「権力」は、評議会においてどのように機能するのだろうか。
このような疑問に対してアレントは、「権力とは、人々が約束をなし約束を守るこ
とによって創設行為のなかで互いに関係し結びあうことのできる、世界の介在的空
間にのみ適用される唯一の人間的属性である」（Arendt, 1973., p. 175.）と述べている。
アレントの「権力」概念を確認するために、まず、それと密接に関係する「約束」(promise)
概念について確認しておこう。
アレントによれば ｢ 約束 ｣とは、例えば、待ち合わせの時間を守ることのような、
具体的かつ限定された将来を保証する人間的 ｢活動 ｣である。関係者は、それに基づ
くことによって互いに相手を拘束することが可能となる。無論、この概念の適用が可
能であれば、評議会の秩序の問題が解消されることはある程度予想がつく。ただし、
そのためには、次の三つの疑問を解消しなければならないだろう。すなわち、第一に、
なぜ「約束」は結ばれなければならないのか、第二に、仮に結ばれうるとしても、ど
うしてその「約束」は履行されるのか、第三に、このような「約束」は、先に挙げた
主権論の基盤たる「同意」とはどのように異なるのかである。
まず、第一の疑問への回答である。アレントの議論によれば、人間は、個別に存在
しているときには信頼に足らないためであった。すなわち「事業を実行する場合に必
ず見越しておかなければならない困難と障害」（Arendt, 1973., p. 173.）を、人は「約束」
によって克服しなければならない。たとえ人間が互いを信頼に足るものだと見なして
いても、将来は不透明であり、はからずも信頼が裏切られてしまう状況は十分に想定
されうる。従って、人間はそのような事態に対応するために、あらかじめ何らかの「約
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束」をしなければならないのである。
このような解答は、第二の回答にも関係する。すなわち、将来の不確定性を減らす
ことが「約束」の目的である以上、「約束」は果たされなければならない
0 0 0 0
。それは自
然権のような自明の真理に基礎づけられ、それに強制されるためではない。むしろ、「約
束」という行為が可能であるという事実を我々が日常的に受け入れているためである。
これは決して強弁ではない。なぜなら、「約束」が果たされない典型例に裏切りを上
げることができるが、裏切りが可能なのは、「約束」によってもたらされる将来の安
定性を関係者双方が前提にしているからである。また、裏切りに親近性のある事例と
して嘘をあげることもできるが、その場合でも、それが機能するのは嘘の対概念であ
る事実や真実が前提とされているときだけである。「狼少年」の寓話に示されるように、
誰もが嘘を嘘であると見なしたとき、嘘としての機能は失われてしまう。(11)第一の点
であげた将来への確証を我々が求める限りにおいて、「約束」は果たされざるをえな
いのである。
したがって ｢ 約束 ｣が具体的な将来を具体的な関係者間において保証する以上、そ
の内容は、相互に、しかも繰り返し検討されなければならないだろう。これが第三の
問題に対する回答、すなわち、主権論の想定している「同意」と ｢ 約束 ｣との区別に
関する特徴である。なぜなら「同意」の場合、それは主権という強制的権力機構を生
み出すことが前提とされているのであって、いったん「同意」が調達されたならば、
それ以降、「同意」を必要としないからである。それに対し ｢ 約束 ｣は機構の設立を
志向しないために、その遵守は関係者の自発性に依拠せざるをえない。
このように見ると、主権不在時に形成された「約束」的秩序が、各人の自発性に依
拠した限定的なものであったことを理解できる。実際、アレント自身も、このような
秩序が「決して疑問の余地のないものでもないし、信頼度の点で、暴力的な行為が強
要する『疑問の余地のない服従』には匹敵しない」（Arendt, 1972., p. 140.）ことに気
づいていた。では、それにも関わらず、これを主権概念の代替に据えている理由は何
であろうか。次にその点を確認してみよう。
２．「約束」と「権力」
主権的秩序に対する「約束」的秩序の有効性は、何であるのか。我々は、既に確認
している「約束」的秩序の特徴との関連で、それを三点指摘できる。第一に、「約束」
が期間と内容とを限定するために、真理性を求めない。第二に、「約束」によって生
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み出される人間集団は、成員と非成員とを質的に区別しない。第三に、「約束」によっ
て生み出される人間集団は、同意によって作り出される強制的機構よりも「自由」な
性格を有することが可能である。
これらの利点のうち、第一の点については、「約束」が果たされなければならない
理由のところで触れている。ただ、それが利点として把握できるのは、それが第二点
に関わるからである。すなわち、「約束」は真理による裏づけを求めないために、そ
れに依拠した人間集団を聖別することがないのである。これが何を意味するのかは、
ナショナリズムの例を見れば容易に理解できるであろう（森分、2005., p.143.）。自ら
を真理によって絶対化する集団は排外主義を生むが、そのような契機を持たない集団
は、外部を排斥する契機を有さないと考えられるのである。さらにこの集団は、「約
束」の相互履行を成員に求めることによって、結果として彼らに自発性を付与してい
る。成員と非成員とを区別し、拘束する要素が不在であり、かつ各人の自発的活動が
促されるこのような状態は、第三の利点として示した自由な状態であると言いうるで
あろう。
このようなかたちで「約束」が生み出す集団の特徴と利点とを確認するとき、それ
が想定する秩序が主権論の想定するものとは大きく異なっていることが理解できる。
なぜなら、｢ 約束 ｣は、関係者間に存在し続ける媒介項にすぎないからである。人々
は「約束」を交わすことで集団を生み出すが、それは「約束」が有効である間にすぎ
ない。いわば「約束」を履行し、その内容を確認しあう過程において集団が結果的に
形成されるのである。この場合、｢ 約束 ｣を交わす成員の質的区分は問題とならない。
なぜなら、問題はあくまでもその履行であって、関係性の維持はその限りにおいて問
題とされるに過ぎないからである。この意味で ｢ 約束 ｣は、先に上げた ｢ 博愛 ｣を可
能にする関係性構築原理であると言うことができる。
もちろん、このような「約束」が単に集団を生み出すだけではなく、相互検証の形
を取った動的な関係性を生み出していることを忘れてはならない。そして我々は、ア
レントがこのような「約束」によって生まれた集団に見られる一致した行為、ある
いはそのような行為を可能にする「約束」履行のための相互の動的な影響関係を ｢ 権
力 ｣(power)呼んでいたことに気づかされる。なぜなら「全ての人が、自分以外の全
ての人に対立する孤立において、自然からそれぞれに与えられ、占有しているものが
強制力 (strength)である。それに対し、権力 (power)が存在することが可能になるのは、
複数の人々が活動のために互いに結びつく場合だけである」（Arendt, 1973., p. 175.）
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と彼女が述べているからである。
こうしてアレントの提示した集団の秩序を維持する ｢ 権力 ｣の特徴が浮上してき
た。これを先の主権論における「権力」の規定に対照させるかたちで定式化するなら
ば、次の三点にまとめられるだろう。第一に、個人が有する能力である「強制力」と、
「権力」とは異なるものである。なぜなら、｢ 約束 ｣が生み出す集団は強制力と無縁
であるからである。第二に、先の引用に示されるような意味において「権力」は、人
間の複数状態においてしか生じない。そして、第三に、「権力」は異なる種類の人間
による複数状態を維持する力である。なぜなら、強制力を要請しないにもかかわらず、
｢ 約束 ｣の履行を前提とする限りにおいて、集団は、相互に水平的に影響を与えあう
｢ 権力 ｣によって維持されているからである。
Ⅲ．水平的権力
このようにアレントは、水平的「権力」の存在を「約束」を基礎におくことによっ
て描き出した。この「権力」を水平的に作用させる集団が、法を保持するとき、法に「約
束」的性格が付与されるだろうことは想像に難くない。なぜなら、政治体において人々
の行動を規制する要素は法に他ならないからである。むろん、これは法の拘束力を「約
束」として遵守しようとする人間の意志に依拠させることで可能となる。その結果、
法は、それ自身として集団における「権力」の基本的要因となるであろう。なぜなら、
支持される法が「約束」と同様に人々の行為を一つにまとめる指針となるからである。
水平的「権力」の発動を可能にするこのような法が、どのように設立可能とされる
のかは、興味深い問題である。とりわけ、その立法過程がどのようなものとなるのか
は検討に値する。しかし、本稿は連邦制を可能にする「権力」構想を検討しているの
であるから、それに立ち入ることは控えよう。そのかわり、このような ｢ 権力 ｣がど
のように機能し、さらにはどのような制度構想を示唆するのかを確認しよう。
１．権力分立
アレントは、水平的「権力」の具体像を描き出す際に、モンテスキューを参照した。
それは、次の点を彼の議論が明らかにしているためであった。第一に、「権力」と
自由とを同じものとして扱っている点、第二に、「権力」だけが「権力」を抑制する
ことができることを指摘した点、第三に、「権力」の分立が、それを弱めるためでは
なく、強化するために用いられうることを指摘している点である（Arendt, 1973., pp. 
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149-152.）。
第一の論点は、これまでに見てきた、「約束」の議論に重なるものであると言える。
すなわち、「約束」の遵守はあくまでもそれを交わす個々人の自発性に依拠している
からである。したがって「権力」の基礎となる人間の行為は、それ自身において自由
であると言えるであろう。無論、この場合の自由とは、人間の行為に関するものにと
どまるのであって、個人の信念にまで及ぶものではない。なぜなら「約束」に基礎を
おく「権力」は、「私が為しうる」(The I-can) （Arendt, 1973., p. 150.）ことを現実化す
るだけだからである。その意味で、「権力」は、それが存在しているときに可能となる「活
動」の範囲を規定にするものであると述べることができる。
このように「権力」を ｢ 活動 ｣範囲の規制に関わるものと見なすとき、第二の論点
である ｢権力だけが権力を拘束する ｣というテーゼをより一層理解させる。すなわち、
｢ 権力 ｣を媒介することによってのみ、人は自由でありつつも行為を制限されうると
いうのがアレントの主張であった。彼女はそれを、先のテーゼに次の言葉を加えるこ
とで示している。すなわち、「権力を滅ぼすことなく、権力の代わりに無力 (impotence)
をおくことなく」(Arendt, 1973., p. 151.)である。
無論、このような表現から、｢ 権力 ｣分立によって「『権力』と自由」、および ｢『権
力』と行為の制限 ｣という二つの対称的原理が両立可能であることを理解することは
難しい。それには、彼女の述べた「無力」の規定を思い起こす必要があるためである。
「無力」とは、「約束」によって生み出される「権力」の不在状態である。そして、そ
れを最も端的に実現している状態は、各個人の有する「強制力」や、その延長にある
暴力が跋扈する状態であろう。(12)例えば、評議会の自発的討論が暴力によって排除さ
れるときなどがそれにあたる。この状況では、評議会に現れていた各人の自発性に依
拠した「権力」は、「暴力的な行為が強要する『疑問の余地のない服従』」に移行する。
「権力は暴力によって滅ぼされうる」（Arendt, 1973., p. 151.）のである。
「無力」の登場をこのようなかたちで把握するとき、｢ 権力 ｣と自由との両立が、
各人の行為における自発性において可能になることを理解できる。同時に、このよう
な意味での ｢ 権力 ｣が、自発的に行為を抑制すること、「権力」の対抗がそのような
抑制的行為を相手に求める説得に依拠しているであろうことをも理解される。当然、
このような「権力」の特徴が意味するのは、それが非常にデリケートかつ、限定的な
効力しかないことであろう。それゆえに、このような限界を有する ｢ 権力 ｣を滅ぼす
ことなく規制する方法が問われる。そしてその回答が ｢ 権力 ｣の対抗であった。なぜ
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ならこのような対抗こそが「権力」喪失の回避を可能にするばかりか、それを強化す
るからである。この第三の論点が可能となる理由もまた、｢ 権力 ｣が依拠している自
発性によって説明できよう。すなわち、対抗的に「権力」を配置することによって人々
は、相互に ｢ 約束 ｣の履行を求めあい、結果的に自発的行為が触発されると同時に、
行き過ぎた行為が抑制されるのである。
２．権力分立と連邦制の構想
もし連邦制が、このような ｢ 権力 ｣概念に依拠するならば、このような ｢ 権力 ｣分
立は、連邦制全体において見られるものでなければならないだろう。なぜなら、これ
までにも確認してきたように、政治体を秩序付ける原理こそが ｢ 権力 ｣であるからで
ある。では、それはいったいどのように可能となるのであろうか。
アレントの提示した「権力」配置のヴィジョンに関して、第一に指摘できるのは、
単なる小集団においてのみならず、連邦制全体に「約束」に基礎を置いた「権力」原
理の敷衍可能性である。アレントも言うように、「我々は権力の分立を統治の三権分
立の観点からだけしか考えないので、問題の側面はたいてい見過ごされている。し
かし (アメリカ革命の ----引用者注 )創設者たちの主要な問題は、十三の『主権』す
なわち、正式に構成された十三の共和国をどのようにして結合させるかという問題で
あった」(Arendt, 1973., p.152.)のである。
このような ｢ 権力 ｣配置の可能性を探る際の基礎が、｢ 権力 ｣の対抗的配置である。
このような配置だけが各集団の有する「権力」を保持したままで各集団を組織化する
ことを可能にするからである。いわばアレントは、集団を対抗的に配置することによっ
て、相互に影響を与えあう「権力」関係を生じさせる連合 (union)の形成を目指した
のである。
アレントのヴィジョンに従えば、連合を形成した諸集団は、その基礎となる「約束」
の履行を巡って相手の集団を抑制することで、対抗的「権力」関係を構築する。それ
は両者の保持する「権力」が失われないことを意味しているが、それに加えて新たな「権
力」の入手をも意味している。なぜなら、それまで集団を維持するために機能してい
た「権力」に加えて、他の集団の (集団としての )行為を規制する権力が連合によっ
て獲得されるからである。
また、このような連合関係においては、たとえ相手の行為を抑制する場面が出てき
たとしても、相手を消滅させてしまうことは想定され得ない。なぜなら、それは連合
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  を可能にした「約束」の履行の失敗を意味するからであり、さらには連合によって手
に入れた相手に対する影響力、すなわち「権力」の消失を意味するからである。
それ故、このような「権力」を手放してもなお得られるより大きい利得が存在しな
い限り、関係は存続されるだろう。むしろ成員の弱体化に直面したときに連合のメン
バーは、関係を保持するためにその成員を強化することすら考えられうる。なぜなら
それが集団間 ｢権力 ｣を保持するための最善の方法だからである。これこそがアレン
トの言う「権力は権力によって阻止され、同時に、依然として侵害されないままであ
りうる」(Arendt, 1973., p. 151.)状態である。
このような相互影響関係を前提とした連合の存在を想定するとき、諸集団が「約
束」に依拠して連合し、同盟 (alliance)することの可能性は決して小さいものではない。
なぜなら一つ一つの規模が小さいとしても、連合や同盟によって大きな「権力」を獲
得できるからである。しかも我々は、この同盟を可能にする水平的関係の延長線上に
垂直的関係の構築可能性を見出すことすらできる。換言すれば、単純な同盟関係から
連邦制を区分する連邦政府の ｢ 権力 ｣形成がいかにして可能となるのかを、この相互
権力抑制のヴィジョンから導き出せるのである。
この第二の論点に関してアレントは、「連合の樹立自体が新しい権力の源泉を作り
出したのであり、この権力は州の権力を犠牲にして樹立されたものではない」（Arendt, 
1973., p. 153.）というマディソンの主張に注目した。アレントの再構成した彼の主張
によれば、このような基本原理に従う連邦の権力構成は次のようなものであったから
である。
｢ 各州はその権力を中央政府に委譲すべきではない。むしろ中央政府の権力のほ
うを著しく拡大すべきである。……中央政府は、州政府が保持し続けている様々
な権力を行使する場合に抑制的に機能するように設置されるべきである ｣（Arendt, 
1973., p. 153.）。
このような連邦構想が意味するのは次のようなことであろう。すなわち自発的に組
織された諸集団が、｢ 約束 ｣の原理によって連合することによって、集団間の水平的
権力関係（同盟）を生じさせる。そして、その水平的権力関係をより強力にするため
に、新たに生じた同盟全体に対抗する「権力」集団（連邦政府）を生み出し、それに
よって、同盟から連邦への一歩を踏み出すのである。やや煩瑣な感があるこの記述を
96 97
水平的権力の構想
モデルとして図示すれば図 1のようなものとなる。
図 1
アレントはこのようなモデルを、主権の廃止という観点から高く評価した (Arendt, 
1973., p. 153.)。図１に示されるように、それぞれの集団は、相互抑制関係によって規
制されるに過ぎないからである。連邦政府は一見すると基礎集団に対して垂直的関係
をなしているが、実際には同盟との相互抑制関係にあるにすぎず、垂直という言葉の
暗示する支配服従的要素は排除されている。それはアレントの構想が、新しい連邦政
府を「同盟の中央機関」(Arendt, 1973., p.153.)としていることからも明らかであろう。
基礎集団は保持しているいっさいの「権力」を失うことなく、この関係を構築してい
るのである。このことは基礎集団の ｢ 権力 ｣源泉がそこに所属する個々人の ｢ 約束 ｣
であったことを思い起こすだけで十分であろう。それらの「約束」は、連合や連邦政
府を構成するためには直接に関係しないのである。それにもかかわらず全体としての
同盟は、新しく生み出される連邦政府が加わることによって「権力」主体が増加され、
強化される。この意味で、この図は「水平的関係の発展としての垂直的影響関係」を
示しており、さらにはアレントが問題視した主権的構成が生じさせる「無力」の問題
A CB
新しく生み出される
連邦政府
同盟
は、「約束」に基づく相互抑制関係を示す
また、図の大きさは権力の大きさを示す
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も回避している。
こうして、水平的「権力」は、｢ 構成された組織体が単なる同盟に甘んじることも
ない、連邦共和国という新しい政治体を構成する ｣（Arendt, 1973., pp. 153-154.）こと
を可能にする原理であることが理解できた。なぜなら、機構的に見れば垂直と称せざ
るを得ない関係性ですら、相互抑制関係の原理によって規定されているからである。
仮にこのような原理が導入されるならば、｢ 約束 ｣に基づいた自発的結社の原理を基
礎にしてもなお、広い領域の統治が可能となるであろう。数人の評議会に人々が集う
ところから始まったとしても、それらの評議会が連合と同盟とを通じて一つにまとま
ることが可能となるからである。そして、同盟が「権力」の増大を目指して中央機関
の設置をもくろんだとき、それは連邦となる。さらには、同程度の「権力」を有する
他の「連邦」と更なる同盟関係に入ることや、その同盟に対抗可能なより強大な「連
邦政府」を生じさせうることもまた、想定できるであろう。
この意味でアレントは「アメリカの構成 (constitution)における真の目的は、権力を
制限することではなく、さらに巨大な権力を作り出すことにあった」（Arendt, 1973., p. 
154.）と述べた。既に確認したように、この水平的「権力」システムを基礎にした連邦は、
「『他のメンバーが加わることによって拡大される』ようなとき、多様な権力の源泉が
枯渇するのを防ぐように慎重に考案されていた」（Arendt, 1973., p. 154.）からである。
個々の集団の「権力」を決して減ずることなく、対抗集団の「権力」を増大させるこ
とによって、この連邦の構成は保持される。換言すれば、「権力」の拡大は、このよ
うな連邦に「前もって準備された内部構造」（Arendt, 1973., p. 168.）、すなわち水平的
「権力」の原理による活性化を通じて達成されるのである。この意味で、水平的「権力」
に依拠した連邦は常に新参者を受け入れる、開かれた政治秩序の可能性を孕んでいる
と言えるだろう。
結び 水平的権力と連邦
これまでの検討から明らかになったのは、連邦制の「多元主義」を可能にする「権
力」が、水平的に作用せねばならないことであろう。なぜなら、様々な関係者を、そ
の多様性を減ずることなく、さらには保持する「権力」を減ずることなく、一つに束
ねるには、相互的影響関係を基本モデルにすることが欠かせないからである。このこ
とは、政治過程への全ての参加者が「約束」を守る者として同等の地位におかれては
じめて「権力」が生ずることを意味している。それは究極的には、水平的「権力」の
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源泉が一人一人の政治参加から生まれることを意味している (千葉 , 2005., p. 130.)。
序で指摘したように連邦は国民国家の代替として広い領域をおさめる統治制度でな
ければならない。それ故、それが諸個人の政治的参加を求めるという指摘は逆説的に
響く。しかし、既に確認したように、水平的「権力」原理は、拡大可能な構成を有す
る開かれた「権力」原理であった。それゆえ、この「権力」原理を見失うことなく、
政治的組織化が進行するならば、広大な領域をその影響下に納めることもまた不可能
ではないであろう。
しかし、このような連邦制のヴィジョンは、序で指摘したように決して政治学の主
流ではない。また、それを可能にする参加民主主義のヴィジョンが、未だ政治学の一
トピックにすぎないことも事実であろう。その理由をこれまでの議論と絡めて指摘す
るならば、少なくとも二つあげることができる。すなわち、第一に、このような「権力」
構成を可能にする「約束」の正統性、換言すれば立法過程の正統性がいかに確保でき
るのかが未だ解決されていないからであり、第二に、主権論の強制力のほうが人々を
強固に結びつけるという政治学の常識が存在するからである。
第一の問題を整理すれば「約束」と法との性質の違いとして示すことが可能であろ
う。少数の人々を関係づける「約束」とは異なり、多数を一度に関係づける法には、
それらの人々が法を受け入れることを可能にする、より一般的な理由が必要だからで
ある。政治学の伝統的な用法でこれを表現するならば、それは法の権威、あるいは正
統性の問題である。主権論の文脈でこの正統性の問題は、社会契約論の導入、すなわ
ち「同意」に基づく治者と被治者との同一化によって担保されていた。しかし、アレ
ントの議論の場合、そのような形で問題を解消できない。なぜなら、「約束」は個別
に交わされ、それが生み出す集団は、せいぜいのところ少人数で構成される評議会の
規模に留まるからである。さらには、それ故に主権を有する国民というフィクション
を作り出すことができないからである。
このような正統性の問題に加えて、立法については次のような問題も指摘できるで
あろう。すなわち、これまでに見た「権力」の増大の原理の適用だけで、千葉が示し
たような、より精密な連邦の制度構想（千葉 , 2005., p. 115.）を実現できるのかとい
うものである。このような構造を有する連邦制のデザインには、正当に権威づけられ
たヴィジョンの提示、換言すれば連邦の基本的な構成を示す法 (constitution)が不可欠
であろう。しかし、これまでの検討においては、このような正統性の問題に触れるこ
とができなかった。そのため、連邦制が前提とする参加民主主義がどのようにそれを
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克服できるのかは、別項の課題として残らざるを得ないのである。(13)
第二の強制力によせる政治学の信頼が有する問題は、既にたびたび指摘してきた。
すなわち、主権の形成においても敵宣言においても、調達されるのは潜在的不和の状
態にすぎないのである。このことは、暴力的契機を無視し得ないとしてもなお、政治
には「約束」とそれを可能にする人間の「意志」が介在しうる余地が存在しているこ
とを意味している。我々はこれまでに確認してきたその ｢ 意志 ｣を共生への意志と述
べることができるかもしれない。
このように考えるとき「平和の制度構想としての連邦主義」を志向するとき、問う
べきであるのは「約束」の有する力に対する疑義ではない。むしろ、それが有効に機
能する領域の確定とその可能性とを問うべきである。なぜなら、「約束」は確かに我々
の日常になじみ深い経験ではあるが、それを現実の政治過程に適用した際の真の姿は
未だ理論的考察の対象とはなっていないからである。換言すれば、これまでに論及し
てきたメリットがあるとはいえ、それが有している本来的な強固さと創造性とを発揮
させるためには、現実の政治領域において有効性を確認できるような意識改革・機構
改革が必要なのである。人々が共生のパートナーとして信頼に足ること、それを前提
にしてこそ大きな「権力」基盤を確保できること、さらにはその上にこそ安定的な統
治機構が実現することを政治の現実において確認しなければならない。
むろん、そのアプローチは様々なものとなるであろう。既に触れた参加民主主義の
理想からすれば、それは、人々の下からの「権力」創造でなければならない。しかし
現実には、安全保障の要請からも諸集団は同盟しうる。だとするならば、既に形成さ
れている同盟の基本原理の変更も考慮に入れるべきである。例えば、「友－敵」の論
理から出発した安全保障同盟を経済的要請に基づいて変革することなどである。そし
て、連邦の形成を志向するならば、我々はそれをさらに一歩進めて、水平的「権力」
の実現を目指すべきであろう。すなわち、同盟者の地位の対等を確保すること、基本
条約の相互確認の場としての評議会を常設して同盟の規約に関する自由な討議を実現
すること、さらには「敵」の加盟すら受け入れる公開の原理を確立することなどであ
る。この意味で、連邦制の実現には、「権力」原理に対する認識と機構との同時平行
的変革が求められているのである（参考 , 植田 , 2005.,　p.110.）。
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注
千葉は、空間の組織化原理としての連邦主義に要請される三つの理論的基準を示している。一、
民主主義的基準、二、多文化主義的基準、三、多元主義的基準である（千葉 , 2005., p.118.）。
以下、用語統一の必要から、ウォードと記すに適当な場合も、評議会と記す。
同様の表現が『革命について』に見出される (Arendt, 1973., p. 225. 参照 )。
むろん、古典古代においても ｢ 多数者支配 ｣は、暴政の一形態であった。したがって、アレント
やミルの議論と共同体的徳とをこのように区分することは必ずしも適当なものではない。とりわ
け、多数者の一致した世論によって統治者が選出されるとき、民主政が僭主制の母胎となること
を古代の政治学が知っていた以上、その伝統を引きつぐ共和主義的徳を切り捨てることは問題で
ある。ただし、古代の政治学が問題にしたのは僭主を選出する精神、あるいはそれに毒された世
論の質であった点には注意を払うべきであろう。例えば、アリストテレスの有名な政体区分に見
られるように、同じ多数者支配であっても公共精神（徳）に担われたものは、理想的な政体とし
て位置づけられるのである。これに対しアレントやミルの「世論」批判は、このような精神の質
的区分を問うことがない。なぜなら、彼らは普遍的価値の存在を前提するか否かという近代特有
の問題に答える必要があったからである。端的に述べれば、最高善とそれに向かう人間の徳を彼
らはもはや想定できない。ミルに限らずアレントもまた、この点において近代の思想家である（参
考、“Two Concepts of Liberty”, Berlin, 2002. および Villa, 1996., p. 8.）。
多くの人が他者の見解に盲目的に従うようになるとき、どのような事態が生ずるかをアレントは
『イエルサレムのアイヒマン』で考察した。Villaは彼女の論旨を、「（アイヒマンは自らのとった
---引用者註）行動が犯罪的で間違ったものであると見なすことができなかった。（略）彼の良心
と道徳的感受性が法律によって、さらには『尊敬すべき』意見 (“respectable” opinion)によって、
完全に封じ込められていたからである」（Villa, 1999., p. 52.）とまとめている。
シュミット自身の連邦制理論に関しては千葉の議論を参照 (千葉 , 2005., p.120)。
亀島の指摘に従えば、シュミット自身がこのようなケースをイデオロギー対立の様相を帯びるよ
うになった現代に見出している。(亀島 , 2003., pp. 57-60.)
このように敵を自動的に生み出して政治過程を促進させる思考を、アレントは厳しく批判した。
なぜなら、このような思考の実現形態こそが、彼女の描いた全体主義的支配の枢要たるテロルだ
からである。（「イデオロギーとテロル」(Arendt, 1968.) および、(Arendt, 1972., pp.153-155. )を参照。）
関係性の変化の可能性と「活動」概念との関係、および、以下の「約束」概念の可能性について
は（森分 , 1997.）も参照。
本稿では「権力」概念を、主権論を構成するために用いられた伝統的用法とアレントの定式化と
の対比において取り扱い、昨今、精力的に論及される <規律＝訓練 >型の権力を取りあげない。
その理由は、第一に、本稿の主題であるアレントが、そのような「権力」を問題としていないこと、
第二に、連邦制を創出・維持するものとしての「権力」と、高度に組織化された産業社会におけ
る微細な監視を問題にする「権力」概念とはその前提が大きく異なっていること、第三に、仮に
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(3)
(4)
(5)
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水平的権力の構想
An Image of Horizontal Power
–To the Future Federation–
<Summary>
Daisuke Moriwake
The central argument of this paper analyzes Hannah Arendt’s vision of 
horizontal power.  The aim of this vision is to illuminate a new political system, 
whose purpose is the realization of a pluralist and multi-cultural world based on 
dispersal power, as noted by Shin Chiba(1).  To get a better sense of this vision, 
we reconstruct her discussion of the council system in On Revolution.  It is 
our contention that this work provides us with a viable vision of a horizontal 
power system and dispersal political government, in contrast to the sovereign 
state system based on the principle of vertical enforcement, mono-culture, and 
centralized politics.
From this account, seven outcomes arise.  One, we can find a horizontal 
power system in voluntary association.  Two, Arendt finds such a voluntary 
association emerging from both the French and American revolutions and calls 
it a “council.”  Three, such a council is based on the principles of “action” and 
“promise,” as Arendt defined them in The Human Condition.  Four, the concept 
of “promise” is different from the concept of “consent,” as it is used in social 
contract theory, the theoretical foundation of the sovereign state system.  Five, 
“promise” entails mutual verification, because it never requires a system of 
enforcement.  Six, mutual verification per se, along with actions verified by the 
“promise,” should be defined as a horizontal power.  Seven, such power can be 
actualized by people’s collaboration.
As we see from these outcomes, Arendt discovers a new concept of political 
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power in the revolutionary movements of the past, and she tries to develop these 
movements in a positive direction.  However, there are two problems with this 
project.  The first is that there is anxiety about the form of people’s obedience 
in such a power system, because it is hard to imagine obedience without some 
form of enforcement.  Secondly, it is hard to discern how Arendt envisions the 
organization of a council system, beginning with one association and ending in 
multiple and well-organized associations.
Of course, we believe these problems to be solvable, and it is our contention 
that we can find one guide to it.  That is, the foundation of a political body 
should not be violence or enforcement.  We must erect a polity based on the 
collaboration and promises of the citizenry, such as we find in their spontaneous 
support of the constitution.  In short, we should separate these elements from 
politics, at least from the point of view of the process of making a new political 
order.
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